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1. 研究の背景と目的 

 近年，我が国では2011年3月11日の東北地方太平

洋沖地震や，2016年4月14日，16日の熊本地震をは

じめ多くの大規模地震災害が発生している．今後も

東海・東南海・南海地震の発生が予測されており，

このような地震発生時においては，避難行動中に建

物の倒壊などの二次災害によって人的被害が発生す

る危険性がある．したがって，地震災害発生時に人

的被害を軽減するためには，被災者が危険を回避で

きるよう迅速な避難行動を促すよう支援することが

重要である． 

 避難行動の支援の方法の一つに避難情報の提供が

挙げられる．その例として自治体などが発行する地

震危険度マップが挙げられ，これにより災害発生前

に被災が予測されている道路の位置情報を災害発生

前に知り，道路閉塞場所を避けた避難ができること

が期待できる．また，避難支援情報として災害発生

後に得られる道路の被災状況の位置情報も挙げられ

る．山崎ら1)は，被災状況をリアルタイムで提供し

適切な避難行動を促すシステムであるEMSS 

(Evacuation-Mutual-Support-System)：避難共助支援シ

ステムの実用化に向け，金沢市野町地区住民を対象

として携帯端末を用いた大規模避難実験を行い，被

災状況の共有が避難行動の支援に有効であることを

明らかにした．そこで，本研究では避難情報を，地

震発生前に提供される道路閉塞の危険性のある閉塞

危険個所の位置情報を事前情報，地震発生後に共有

される実際に道路閉塞が起こった場所の位置情報を

事後情報と2種類に大別し定義した． 

本研究では，最適な避難情報の提供方法及び取得

方法を示すことを目的としてそれぞれの情報が避難

行動にどのような影響を与えるのか調査を行う．避

難者の取得する避難情報の条件を変えて検証を行う

ために，マルチエージェントシミュレーションソフ

トartisocによるシミュレーション解析を行った． 

2. 対象地域 

本研究の対象地域を図-1に示す金沢市野町地区と

する．野町地区はもともと城下町であり，幅員の小

さい細街路が多く存在する．そのような地点では，

建物や塀の倒壊などによって道路が閉塞する危険性

がある． 

 

3. 情報取得ケース間比較のための解析  

 情報の取得状況により、以下の4つのケースを考

える．ケース0は情報を取得せず，ケース1は事前情

報のみを取得，ケース2では事後情報を取得し，ケ

ース3では両情報を取得するとする．本章では道路

閉塞場所を変えた10つの閉塞パターンについて、そ

れぞれ4ケース間の避難時間の比較を行い，避難時

間が最短となる情報の組み合わせの調査を行う． 

(1) 避難行動のルール 

 避難者は指定避難所に向けて最短で避難を行うこ

ととし，市民防災訓練の結果を参考に避難開始場

所，避難開始時刻を設定した．事後情報は初めて道

路閉塞箇所に遭遇した避難者がほかの避難者に携帯

端末を用いて共有することを想定し，事前情報及び

事後情報を取得した避難者は表示された位置情報を

迂回した避難を行うこととする． 

(2) 道路閉塞箇所のルール 

 道路の閉塞は道幅により決められた確率からラン

図-1 金沢市野町地区 
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ダムに発生させる．道路閉塞確率は，阪神淡路大震

において道路閉塞が発生した場所の割合4)から，表-

1のように設定した．  

(3) 解析結果および考察 

 各閉塞パターン・ケースにおける平均避難誘導完

了時間を表-2に示す．10つの閉塞パターンの内5パ

ターンで避難時間短縮効果がみられたが，事前情報

の取得により道路閉塞が生じていない場所を迂回し

て避難時間が長引いたパターンもみられた．したが

って，避難時間の短縮化には事後情報は事前情報よ

りも時間短縮に有効であると言える． 

 

4. 事後情報の普及率と避難時間の関係の調査 

第3章により，事後情報の有用性が明らかになっ

た．本章では全避難者に占める事後情報を取得する

避難者の割合を普及率をとし，普及率を変化させる

ことで得られる平均避難時間の推移から避難時間短

縮に有効に機能するための事後情報の普及率の調査

を行う． 

(1) 調査方法 

事後情報を取得可能な避難者の割合を0％から

100％まで10％ごとに設定し，それぞれの事後情報

の普及率における全避難者の平均避難時間の調査を

行う．事後情報の取得者は全避難者の内からランダ

ムに設定し，それぞれの普及率において10回解析を

行いその平均値を用いた．また，道路閉塞箇所につ

いては，閉塞パターンを変えて3度解析を行った． 

(2) 解析結果および考察 

3つの閉塞パターンの解析結果を図-2に示す．事

後情報の普及率と全避難者の平均避難時間には負の

相関がみられ，普及率が上昇するほど平均避難時間

の推移が著しいという傾向がみられた．したがっ

て，避難時間をより減少させるためには事後情報を

取得する避難者の割合を増やす必要がある． 

 

5. 結論 

事前情報及び事後情報には避難時間短縮効果がみ

られるが，事前情報の取得により道路閉塞が発生し

ていない場所の迂回によって避難時間が伸びてしま

う可能性があるため，より高い避難情報の効果を得

るためには，事後情報を取得する際には事前情報と 

 

 

 

併用しないのが適切である．また，事後情報の普及

率が高いほど避難時間短縮効果が大きく見られたこ

とから，事後情報をより多くの人が取得するように

することが望ましい． 
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表-1 道路閉塞発生確率 

道幅
阪神淡路大震災に
おける閉塞割合

設定した閉塞確率

　4m以下 70% 14%
　4m以上6m未満 60% 12%
　6m以上8m未満 30% 6%
　8m以上 0% 0%

閉塞パターン ケース０ ケース１ ケース２ ケース３
1 13分01秒 11分59秒 09分29秒 09分20秒
2 07分07秒 07分31秒 06分57秒 07分31秒
3 08分35秒 08分35秒 07分36秒 07分44秒
4 09分36秒 12分44秒 08分36秒 10分44秒
5 09分39秒 09分09秒 08分09秒 08分23秒
6 13分26秒 21分18秒 09分07秒 14分17秒
7 22分25秒 17分12秒 12分52秒 12分47秒
8 10分30秒 09分31秒 08分12秒 08分51秒
9 08分17秒 08分19秒 07分33秒 07分50秒
10 15分35秒 11分05秒 08分55秒 08分39秒

表-2 パターンごとの平均避難時間 

図-2 普及率の変化に伴う避難完了時間の推移 
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